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中間決算取締役会開催日　　平成 17年11月21日 中間配当制度の有無　         有

中間配当支払開始日　　　　平成 17年12月12日 単元株制度採用の有無         有 (1単元  1,000株)

１. 17年 9月中間期の業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日)
(1) 経営成績 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 53,746 △ 8.0 12,202 21.8 10,431 40.4
16年 9月中間期 58,389 △ 5.2 10,014 △ 8.1 7,432 0.2
17年 3月期 109,265 18,381 12,736

百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 3,469 237.7 4.19
16年 9月中間期 1,027 △ 74.9 1.24
17年 3月期 2,040 2.47
(注) ①期中平均株式数    17年 9月中間期   829,036,038株   16年 9月中間期   827,644,127株   17年 3月期   827,542,609 株

      ②会計処理の方法の変更　　 無

      ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期 1.75 －
16年 9月中間期 0.00 －
17年 3月期 － 2.50

(3) 財政状態
       　総  資  産        株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　銭

17年 9月中間期 816,664 161,214 19.7 194.48
16年 9月中間期 831,139 159,028 19.1 192.17
17年 3月期 813,412 154,487 19.0 186.33

２. 18年 3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日)
　 　　 売   上   高 　  経　常　利　益 　　当 期 純 利 益  １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 105,800 17,600 7,000 1.75 3.50
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)    8 円 44 銭 

※   上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値

　と異なる可能性があります。

(当 期) 純 利 益

売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間

(注) ①期末発行済株式数 17年 9月中間期 828,954,178 株 16年 9月中間期 827,535,051 株 17年 3月期 829,091,541 株

②期末自己株式数 17年 9月中間期 1,163,448 株 16年 9月中間期 666,999 株 17年 3月期 1,010,029 株
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 流　動　資　産 59,497 59,023 53,572

739 1,570 1,371

671 1,376 757

2,936 4,249 2,716

516 481 463

11,169 10,368 7,169

14 97 1

35,736 37,646 36,734

1,779 890 1,131

226 226 153

3,852 2,507 3,635

3,520 1,094 1,074

△ 1,665 △ 1,485 △ 1,637

 固　定　資　産 757,166 772,116 759,839

370,482 367,189 375,829

－ 15,310 －

161,845 159,644 160,521

7,504 8,155 8,309

25,132 33,421 22,791

192,202 188,394 192,386

子 会 社 株 式 94,603 99,410 96,147

投 資 有 価 証 券 88,938 78,574 79,551

出 資 金 7 8 8

長 期 貸 付 金 2,390 2,487 2,437

長 期 前 払 費 用 84 419 117

前 払 年 金 費 用 3,527 － 5,153

長 期 繰 延 税 金 資 産 1,375 6,208 7,682

そ の 他 の 投 資 等 1,327 1,348 1,342

貸 倒 引 当 金 △ 53 △ 63 △ 53

816,664 831,139 813,412資　産　合　計

百万円 百万円 百万円

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

有 価 証 券

前　　　期

(17.3.31 現在)
科　　　目

当　中　間　期

(17.9.30 現在)

前　中　間　期

(16.9.30 現在)

貸　借　対　照　表

（　資　産　の　部　）

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

鉄 軌 道 事 業 固 定 資 産

自 動 車 事 業 固 定 資 産

開 発 事 業 固 定 資 産
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 流　動　負　債 201,384 249,903 239,517

110,539 123,495 120,698

19,214 30,000 34,215

9,774 22,058 27,064

2,378 2,447 2,228

786 504 118

248 278 415

874 629 667

787 713 819

3,347 3,550 3,045

24,691 33,541 20,833

883 850 903

1,624 1,655 1,221

26,233 30,179 27,286

 固　定　負　債 454,065 422,208 419,407

144,288 129,216 129,293

219,025 216,635 205,694

41,706 33,376 41,870

2,312 3,292 156

21,999 14,461 19,275

13,952 14,547 12,595

10,436 10,625 10,473

344 52 47

655,450 672,111 658,924

 資　　本　　金 74,715 74,357 74,712

 資 本 剰 余 金 7,260 6,902 7,256

7,254 6,898 7,251

5 3 4

自 己 株 式 処 分 差 益 5 3 4

 利 益 剰 余 金 5,901 5,416 5,862

415 207 207

5,486 5,209 5,655

 土 地 再 評 価 差 額 金 42,656 48,831 41,292

 株 式 等 評 価 差 額 金 31,094 23,750 25,719

 自　己　株　式 △ 413 △ 230 △ 355

161,214 159,028 154,487

816,664 831,139 813,412負債・資本合計

資　本　合　計

百万円 百万円

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

前 受 収 益

百万円

当　中　間　期 前　中　間　期 前　　　期

(17.9.30 現在) (16.9.30 現在) (17.3.31 現在)

（　負　債　の　部　）

負　債　合　計

（　資　本　の　部　）

短 期 借 入 金

１ 年 以 内 償 還 社 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

科　　　目

貸　借　対　照　表

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

社 債

長 期 借 入 金

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

整 理 損 失 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

利 益 準 備 金

中間(当期)未処分利益

預 り 保 証 金

そ の 他 の 固 定 負 債

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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経常損益の部

（営業損益の部）

営 業 収益 45,581 41,045 4,535 83,277

営 業 費 36,151 34,422 1,728 71,154

営 業 利益 9,430 6,622 2,807 12,122

営 業 収益 － 8,732 △ 8,732 8,732

営 業 費 － 8,447 △ 8,447 8,447

営 業 利益 － 284 △ 284 284

営 業 収益 8,164 8,611 △ 446 17,255

営 業 費 5,392 5,504 △ 111 11,281

営 業 利益 2,772 3,107 △ 335 5,973

営 業 利益 12,202 10,014 2,187 18,381

（営業外損益の部）

1,926 1,473 452 2,519

1,420 997 423 1,316

505 476 29 1,203

3,696 4,055 △ 359 8,164

3,476 3,779 △ 303 7,410

220 276 △ 56 753

10,431 7,432 2,999 12,736

特別損益の部

4,744 21,115 △ 16,371 32,578

9,416 25,801 △ 16,385 42,969

5,759 2,746 3,013 2,346

32 36 △ 3 65

2,257 1,682 575 241

3,469 1,027 2,442 2,040

3,374 1,152 2,221 1,152

△ 1,357 3,029 △ 4,387 2,462

5,486 5,209 276 5,655

(16.4.1～17.3.31)
増減金額

前中間期

(16.4.1～16.9.30)

土地再評価差額金取崩額

中間（当期）未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

受取利息及び配当金

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

営 業 外 費 用

経 常 利 益

自動車事業

開 発 事 業

全 事 業

特 別 利 益

営 業 外 収 益

損　益　計　算　書

科　　　目
前　　期

鉄軌道事業

百万円 百万円

当中間期

(17.4.1～17.9.30)

百万円 百万円

－個４－
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＜中間財務諸表作成の基本となる事項＞ 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

（１） た な 卸 資 産 分譲土地建物 個別法による原価法 

  貯   蔵   品 総平均法による原価法 
（２） 有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法 

  子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

  その他有価証券  
         時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 
         時価のないもの 移動平均法による原価法 

２.固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

鉄軌道事業の車両については定率法、その他については定額法によっております。なお、鉄

軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっております。 

（２） 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(5 年)に基づく定額法によっております。 

３.工事負担金等の会計処理 

鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費

の一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等により固定資産を取得した場合に

は取得原価の総額を固定資産に計上しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上しております。 

４.引当金の計上方法 

（１） 貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２） 賞与引当金は、支給見込額基準により計上しております。 

（３） 退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、一部につき当社保有株式による退職給付信託を設定し、

残額について 10 年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5 年)によ

る定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10 年)による定額法により、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。 

（４） 整理損失引当金は、今後発生する整理損失に備えるため、相手先の財政状態等を勘案し損失負

担見込相当額を計上しております。なお、この引当金は商法施行規則第43 条に規定する引当金

であります。 

（５） 債務保証損失引当金は、債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、

損失負担見込相当額を計上しております。なお、この引当金は商法施行規則第43 条に規定する

引当金であります。 

５.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６.ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。 

７.消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

８.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

＜注記事項＞ 

貸借対照表に関する事項                  （当中間期）    （前中間期）   （前    期）         
１.有形固定資産の減価償却累計額 292,097 百万円 288,323 百万円 289,342百万円 

２.保証債務額 33,561 百万円 30,485 百万円 24,808百万円 

３.発行済株式数の増加 
転換社債の転換          発行株式数        2,724株                                   

 発行価額 0百万円  
 資本組入額 0百万円  
新株予約権の行使  発行株式数 13,332株  
 発行価額 5百万円  
 資本組入額 2百万円  

 

損益計算書に関する事項                  （当中間期）    （前中間期）   （前    期）         
１.特別利益の主な内訳 投資有価証券売却益 3,161 百万円 3,311 百万円 3,390 百万円 

 固定資産売却益 338 百万円 365 百万円 862 百万円 

 工事負担金等受入額 212 百万円 16,173 百万円 18,282 百万円 

 その他の特別利益 1,031 百万円 1,264 百万円 10,042 百万円 

        

２.特別損失の主な内訳 子会社等関連損失 5,723 百万円 15,489 百万円 31,568 百万円 

 減損損失(※１) 2,478 百万円 2,933 百万円 2,933 百万円 

 固定資産売却損 668 百万円 3,273 百万円 4,334 百万円 

 固定資産除却損 187 百万円 16 百万円 25 百万円 

 投資有価証券評価損 54 百万円 241 百万円 252 百万円 

 

 
自動車事業分社化に
伴う退職金関連費用 － 

百 万
円 

3,828 百万円 3,828 百万円 

 その他の特別損失 304 百万円 18 百万円 25 百万円 
        

 

※１ 当中間期における減損損失は以下のとおりであります。 

（１） 減損損失を計上した主な資産 

事業区分 主な用途 種  類 場  所 

開発事業 賃貸物件  計 ６件 土地及び建物ほか 愛知県小牧市ほか 

  〃  遊休資産  計 11 件 土地及び建物ほか 岐阜市ほか 

（２） 減損損失を認識するに至った経緯 

土地の帳簿価額に対する時価の著しい下落や、営業損益が悪化し短期的な業績回復が見込ま

れないこと、また事業計画の変更等により減損損失を認識しました。 

（３） 減損損失の生じた主な固定資産の種類と減損損失の金額 

開発事業固定資産 2,478 百万円(土地 774 百万円 建物ほか 1,703 百万円) 

（４） 資産のグルーピングの方法 

物件ごとや店舗ごとなど、管理会計上の区分に従いグルーピングを行っております。 
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（５） 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、不動産鑑定評価基

準に基づく鑑定評価額または固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出した金額を使用

しております。 

 

リース取引関係 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

有価証券関係 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

当中間期(平成 17 年 9 月 30 日現在)                     （単位：百万円） 

区   分 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式 

関 連 会 社 株 式 

1,425 

1,230 

3,165 

4,563 

1,739 

3,333 

合   計 2,656 7,728 5,072 

 

前中間期(平成 16 年 9 月 30 日現在)                     （単位：百万円） 

区   分 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式 

関 連 会 社 株 式 

1,425 

1,230 

3,026 

3,163 

1,600 

1,933 

合   計 2,656 6,190 3,533 

 

前  期(平成 17 年 3 月 31 日現在)                     （単位：百万円） 

区   分 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式 

関 連 会 社 株 式 

1,425 

1,230 

3,118 

3,561 

1,692 

2,331 

合   計 2,656 6,680 4,024 
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収 入 及 び 輸 送 人 員 

 

（単位：百万円・百万人） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前  期 
科     目 

(17.4.1～17.9.30) (16.4.1～16.9.30) 
前年同期比 

(16.4.1～17.3.31) 

          

鉄  旅客運賃収入             ％   

     定  期  外 23,329  19,820  117.7  41,270  

軌     定      期 17,363  17,053  101.8  33,336  

         計 40,692  36,874  110.4  74,606  

道          

  輸 送 人 員               

事     定  期  外 62  56  111.3  116  

     定      期 113  112  101.2  216  

業         計 175  168  104.6  332  

          

          

自          

動                

車  輸 送 人 員 ―  29  ―  29  

事          

業          

(注)  

１．記載金額・人員は、百万円・百万人未満を切り捨てて表示しております。 

２．自動車事業については、平成16 年 10 月 1 日に名鉄バス(株)及び岐阜乗合自動車(株)に営業譲渡 

いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    －個９－ 

平成１８年３月期  中間決算関係付属資料 

                  

（１）全業売上高・収支の推移   （単位：百万円） 

 1 4年３月期中間 1 5年３月期中間 1 6年３月期中間 1 7年３月期中間 当 中 間 期 

売 上 高 64,852 62,854 61,579 58,389 53,746 

営 業 利 益 9,714 8,924 10,897 10,014 12,202 

経 常 利 益 5,544 5,230 7,418 7,432 10,431 

中 間 純 利 益 2,086 463 4,093 1,027 3,469 

 

 

（２）事業別売上高の推移 

  

（単位：百万円） 

 1 4年３月期中間 1 5年３月期中間 1 6年３月期中間 1 7年３月期中間 当 中 間 期 

鉄 軌 道 事 業 42,318 41,357 41,465 41,045 45,581 

自 動 車 事 業 9,240 9,451 9,204 8,732 ― 

開 発 事 業 13,293 12,046 10,909 8,611 8,164 

 土地建物分譲 2,390 1,666 1,102 922 899 

 土地建物賃貸 6,564 6,266 6,132 6,324 6,369 

 そ の 他 4,338 4,113 3,673 1,364 895 

合 計 64,852 62,854 61,579 58,389 53,746 

 

 

（３）事業別設備投資の推移 

  

（単位：百万円） 

 1 4年３月期中間 1 5年３月期中間 1 6年３月期中間 1 7年３月期中間 当 中 間 期 

鉄 軌 道 事 業 5,681 6,769 4,046 4,942 6,283 

自 動 車 事 業 469 791 961 1,339 ― 

開 発 事 業 913 829 1,417 1,632 3,206 

 土 地 建 物 467 457 1,110 1,445 2,867 

 そ の 他 446 372 306 186 339 

合 計 7,065 8,390 6,425 7,915 9,490 

（注）開発事業・その他には各事業関連の投資額を含んでおります。 


